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 Ｑ１ 島根県内の施設で、受験資格対象業務に従事しています。受験申込日現在、 

山口県在住ですが、受験地はどちらですか。 

 

Ａ１ 受験地は、受験申込日現在の勤務地によって決まります。 

    山口県で受験が可能なのは、受験申込日現在、              

    ①山口県内の事業所等で、受験資格対象業務に従事している場合、もしくは、 

    ②受験資格対象業務に従事していないが山口県在住の場合です。      

     島根県内で受験資格対象業務に従事している場合は、島根県受験となります。 

 

 

 Ｑ２  看護師として４月１日に採用され勤務していますが、免許証に記載された免

    許交付日が４月１５日の場合、実務経験として、いつから算入できますか。 

 

Ａ２ 国家資格等に基づく業務は、全て資格の登録年月日以降から、算入します。 

したがって、Ｑ２の場合、看護業務の実務経験として算入できるのは、４月

１５日からとなります。 

なお、登録日以前から准看護師の資格を持って看護業務を行っている場合は、

 看護師の免許証と合わせて准看護師の免許証を提出すれば、算入できます。 

 

 

 Ｑ３  看護師として５年間、看護業務を行ってきましたが、その間に１年間、育児

   休業を取得しました。この期間の取り扱いはどうなりますか。 

 

Ａ３ 育児休業、病気休業、介護休業等の期間については、従事期間の算入対象とは

なりません。 

ただし、産前産後休暇は従事期間の算入対象となります。 

  
 

 Ｑ４  保健師の免許を持ち、看護学校で５年間、講師を行っていました。実務経験 

として算入できますか。 

 

Ａ４ 国家資格を有していても、教育業務、研究業務、事務、営業など要援護者に対

する直接的な対人援助を行っていない期間は、実務経験として算入できません。 
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 Ｑ５  栄養士の免許を持ち、民間企業の社員食堂で献立作成や調理をしていまし 

た。実務経験として算入できますか。 

 

Ａ５ 栄養士の業務は、栄養指導に従事する者とされています。献立作成やメニュー

開発、調理業務、食器衛生管理は要援護者に対する直接的な対人援助業務でない

ため、実務経験として算入できません。  
 

 

 Ｑ６  栄養士の免許を持ち、民間企業の営業部において粉ミルクの商品販売業務を 

行い、必要によって病院等で調乳方法の指導を行っています。実務経験として 

算入できますか。 

 

Ａ６ 主たる業務が商品販売を目的とした営業業務であり、要援護者に対する直接的

な対人援助業務でないため、実務経験として算入できません。  
 

 

 Ｑ７  介護福祉士の資格を持ち、病院で看護補助（介護）業務に従事しています。 

実務経験として算入できますか。 

 

Ａ７ 病院等において看護補助の業務に従事している場合であって、その主たる業務

が介護等の業務である場合は、実務経験として算入できます。 

なお、ベッドメーキングや看護用品の整頓など間接的な業務、血圧測定補助な

ど医療業務補助は、実務経験として算入できません。  
 

 

 Ｑ８  介護福祉士の資格を有していますが、複数の介護事業所で介護職員として、 

勤務しています。この場合、従事期間及び従事日数の取り扱いはどうなりま 

すか。 

 

Ａ８ 同一の期間内に複数の事業所で勤務しているような場合には、重複している従

事期間は通算できませんが、従事日数は算入することができます。 

ただし、１日に２か所で勤務しているような場合の従事日数は１日としてしか

算入されません。同一の期間内に複数の事業所で勤務している場合は、「実務経

験証明書」の他に、「従事日数内訳証明書」にそれぞれの事業所より証明を受け

て、実務経験証明書とあわせて提出してください。重複して勤務している日を確

認した上で、実勤務日数を確定します。 
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 Ｑ９  介護に関する業務であれば、すべて「介護福祉士の資格に基づく業務」と考 

えてよいですか。 

 

 Ａ９ 介護に関する業務であればすべてが「介護福祉士の業務」に該当するというわ 

けではありません。 

「介護福祉士の資格に基づく業務（以下、「介護福祉士の業務」という）は 

社会福祉士及び介護福祉士法の第２条において「介護等」として定義されてい 

ますが、介護福祉士試験の受験資格を規定する第４０条においても、同じ定義 

の「介護等」という用語が用いられており、「介護福祉士の業務」は、「介護 

福祉士試験を受験するために必要な３年以上の実務経験の対象業務」と同じで 

あることが示されています。 

よって、（別紙３：３１～３４ページ）の介護福祉士試験受験資格に該当す 

る業務以外は、介護福祉士の業務とは認められません。 

【注意！】（別紙３：３１～３４ページ）に掲げる職種であっても、主たる業 

務が介護等の業務に従事していなければ、介護福祉士の業務とは認められませ 

ん。 

 

また、同様に、社会福祉士については（別紙２：１９～３０ページ）の社会 

福祉士試験受験資格に該当する業務以外は、社会福祉士の業務とは認められま 

せん。 

 

なお、精神保健福祉士についても、（別紙４：３５～４２ページ）の精神保 

   健福祉士試験受験資格に該当する業務以外は、精神保健福祉士の業務とは認め 

   られません。 

【注意！】（別紙４：３５～４２ページ）に掲げる職種（例）であっても、主 

たる業務が精神障害者の社会復帰に関する相談援助業務に従事していなけれ 

ば、精神保健福祉士の業務とは認められません。 

 
 

 Ｑ１０ 介護福祉士の資格を有しており、管理者として勤務していますが、必要に応

じて身体介護も行っています。実務経験として算入できますか。 

 

Ａ１０ 管理者は、主たる業務が管理業務にあたるため、算入できません。主たる業 

務が身体介護に従事している場合のみ実務経験算入可能です。 
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 Ｑ１１ 介護福祉士の資格を有していますが、サービス提供責任者として勤務してい

ます。当然、訪問介護員でもあるので、身体介護も行っています。実務経験と

して算入できますか。 

 

Ａ１１ 主たる業務が、サービス提供責任者としてのマネジメント業務にあたる場合

は、算入できません。主たる業務が身体介護に従事している場合のみ実務経験

算入可能です。 

 
 

 Ｑ１２ 介護福祉士の資格を有していますが、訪問介護員として勤務しています。業

務は生活援助ですが、現場では必要によって身体介護も行っています。実務経

験として算入できますか。 

 

Ａ１２ 主たる業務が生活援助の場合は、算入できません。主たる業務が身体介護に

従事している場合のみ実務経験算入可能です。 

この場合、従事者の主観ではなく、業務報告書などの客観的な資料により介

護業務として証明がとれる場合に限られますので、ご注意ください。  
 

 

 Ｑ１３ 保健師の資格を持ち、市役所の介護保険課の非常勤職員として介護保険の認

定調査員をしています。実務経験として算入できますか。 

 

Ａ１３ 認定調査業務は、要援護者に対する直接的な対人援助ではないため、実務経 

験として算入できません。 

 

 

 Ｑ１４ 個人開業で鍼灸院を営んでいます。実務経験証明書の証明はどうすればよい 

ですか。 

 

Ａ１４ 個人開業のように、証明者と受験申込者が同一の場合には、本人が発行する 

実務経験証明書とあわせて、保健所等が発行する開業許可証、開設届等（開設

地・開設年月日のわかる書類）の写しを添付してください。 
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 Ｑ１５ 介護福祉士の登録証を紛失し、現在再発行申請中のため、受験申込みまでに

間に合いません。どうすればよいですか。 

  

Ａ１５ 発行元が再発行申請書を受け取ったことを証する書類（受理証等）の写し等 

を添付してください。 

なお、試験は『見込み』での受験申込みになりますので、登録証が届いたら、 

すみやかに、その写しを簡易書留郵便にて提出してください。提出期限までに 

書類の提出がなかった場合は、受験資格を満たさなかったものとして、受験は 

無効になりますので、ご注意ください。 

（提出期限は、令和７年１０月２１日（火））  
 

 

 Ｑ１６ 資格取得後、姓が変わったため、受験申込書と免許証に記載された姓が異な 

っています。どうすればよいですか。 

 

Ａ１６ 婚姻等により、受験申込書と各種提出書類の姓が異なっている場合には、そ 

の経過がわかる戸籍抄本（原本・６か月以内発行のもの）を添付してください。 
 

 

Ｑ１７ 以前に山口県介護支援専門員実務研修受講試験を受験しました。今年度の試 

験で「実務経験証明書」の提出を省略することができますか。 

 

Ａ１７ 平成３０年度以降に山口県において本試験を受験された方（試験当日欠席で

あっても、受験票を受け取られた方を含みます。）は、実務経験証明書の提出

が免除されます。（ただし、無効者を除きます。） 

なお、平成３０年度以降は未受験の方で平成２９年度までに山口県において

本試験を受験したことがある方については、受験資格等が変更前の受験ですの

で、実務経験証明書の提出は免除されません。必ずご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


